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Ⅰ 賃貸住宅管理業の現状
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１．不動産業の分類

不動産業の事業所数、従業者数
及び全産業に占める割合

不動産業の分類

出典：総務省「平成１８年事業所・企業統計調査」

不
動
産
業

不動産
取引業

不動産
賃貸業・
管理業

不動産代理
業・仲介業

不動産賃貸業
（貸家業・貸間
業を除く）

駐車場業

不動産管理業

駐車場賃貸

建物売買業
土地売買業

貸家業
貸間業

ビル賃貸
店舗賃貸

マンション賃貸
戸建賃貸

マンション管理
アパート管理
ビル管理
土地管理

宅地建物取引業法の規制する範囲

注： 分類は「日本標準産業分類」（平成１４年３月改訂）による。

（例）

分譲販売の代理
持家売却の仲介
中古住宅の売却仲介
賃貸マンションの仲介

宅地分譲
戸建分譲
マンション分譲
中古住宅売買

※不動産業には分類されないが、関連事業として、家賃債務保証業、家賃収納代行
業、警備業、ビルメンテナンス業などがある。
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２．賃貸不動産管理の業務の整理（例）

広義の管理業務

賃貸借媒介等

管理業務

出典：「賃貸不動産管理業に関する研究会調査検討報告書」（平成１５年３月）

入居者（賃借人）募集、
選定、契約締結業務 等

契約管理業務

物的管理業務

コンサルティング業務

その他

・賃料等の徴収業務
・運営・調整業務
・契約更新業務
・解約業務 等

・清掃業務
・建物、設備管理業務 等

・賃貸管理規約の策定、監理、助言等業務 等
・賃貸経営の企画、修繕建替計画の策定業務 等

・警備業務 等
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３．不動産管理業の事業所数、従業者数の推移

事業所数の推移

従業者数の推移

○ 不動産管理業を営む事業所数及び従業者数は、いずれも増加傾向にある。

出典：総務省「事業所・企業統計調査」

不動産管理業

事業所数 28,177件（H18年）
［H13年比 7.2%増］

従業者数 172,120人（H18年）
［H13年比 6.6%増］

不動産業（全体）

事業所数 320,365件（H18年）
［H13年比 2.5%減］

従業者数 1,014,844人（H18年）
［H13年比 1.1%増］
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４．民間賃貸住宅の経営形態、所有戸数

民営借家のうち、個人所有のものが全体の約８５％

を占めている。

出典：総務省「住宅・土地統計調査（平成１５年）」

賃貸住宅の所有戸数

0.3%
0.6%

0.4%

2.7%

10.0%

30.9%

26.8%

17.8%

10.5%
1～5戸

6～10戸

11～20戸

21～50戸

51～100戸

101～200戸

201～300戸

301～500戸

500戸超

賃貸住宅所有戸数は「21～50戸」(30.9%)が最も多く、
「11～20戸」(26.8%)、「6～10戸」(17.8%)。50戸以下が全
体の86%を占めている。

出典：民間賃貸住宅市場の実態調査（家主）［平成２０年 （財）日本賃貸住宅管理協会］
○ 調査対象：賃貸住宅を経営する家主（（社）全国賃貸住宅経営協会の会員）
○ 配布件数3,000件、回収件数1,277件、回収率42.6% 

賃貸住宅の経営形態
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５．民間賃貸住宅経営の状況

３０～３９歳, 4.1%２９歳以下, 0.8%

４０～４９歳, 10.9%

５０～５９歳, 23.8%

６０歳以上, 60.4%

２９歳以下

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０歳以上

個人経営者の年齢

個人経営者のうち、６割が６０歳以上の高齢者。

出典：民間賃貸住宅市場の実態調査（家主）［平成２０年 （財）日本賃貸住宅管理協会］
○ 調査対象：賃貸住宅を経営する家主（（社）全国賃貸住宅経営協会の会員）
○ 配布件数3,000件、回収件数1,277件、回収率42.6% 

賃貸住宅の管理方法
（対家主）

一部又は全部の管理を委託している家主は約73％
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６．管理業務の内容と委託率①

建物・設備等の苦情相談及び現状確認

空室管理（空室物件の定期的巡回・換気）

修理・工事等の手配及び工事費用の調整・折衝

改装部分の見積り手配及び工事費用の調整・折衝

近隣または入居者間の苦情相談及び対応

各種苦情相談等に関する貸主への報告・協議

改装工事手配及び終了点検

賃料滞納など契約違反者に対する法的
手続きの助言等

定期巡回による保全管理

改装費用負担折衝

諸官庁届出事務の代行

関係書類の保管

その他及び無回答

精算報告書の作成及び報告

敷金の保管

賃料等の請求及び徴収

未収金の督促

滞納家賃保証（家賃立替）

その他及び無回答

会計業務

運営調整業務

出典：賃貸不動産管理業務等に関するアンケート調査
［平成１９年 （社）全国宅地建物取引業協会連合会］

○ 調査対象：賃貸不動産管理業協会会員
○ 有効発送数4,108件、有効回答数1,242件、有効回答率30.2% 

（％）

（％）

管理業務の内容は多種多様であり、その委託率にも幅がある。
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６．管理業務の内容と委託率②

建物共用部分・屋外部分の清掃

水道・ガス・電気メーター類の検針

消防・火災警報設備の保守管理

修繕計画策定

その他及び無回答

電気・電波設備の保守管理

給排水設備管理

エレベーター設備管理

敷地内の植栽管理及び除草

入居者賃貸借条件改定手続

賃貸借契約の更新手続

賃料等改定時の敷金等の差額徴収
及び支払いの代行

その他及び無回答

明渡し（退去）時の意思の事前確認

明渡し（退去）時の立会い

退去者への解約精算書の作成及び報告

その他及び無回答

退去者への敷金の返還代行

原状回復に関する助言

明渡し（退去）に伴う修理・工事等の手配

明渡し（退去）時の空室点検

清掃・設備管理業務

更新時業務

解約・明渡し業務

出典：賃貸不動産管理業務等に関するアンケート調査
［平成１９年 （社）全国宅地建物取引業協会連合会］

（％）

（％）

（％）

8
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７．賃貸住宅入居者の入居中の不満

10.1

13.9

18.6

23.3

30.7

38.6

50.4

0 20 40 60

何をどこまで対応してもらえるか不明

建物の手入れが不十分

トラブル時の対応が遅い

緊急時の連絡先が分かりづらい

住民の要望を聞いてくれない

室内設備点検等の日程に融通がきかない

その他

出典：リクルート「賃貸ブランド調査2007」

調査実施時期：2007年7月3日（火）～7月4日(水)
調査対象者 ：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県在住

賃貸住宅入居者
賃貸住宅入居予定者

調査方法 ：インターネットリサーチ

有効回収数 ：724（賃貸入居者588、賃貸入居予定者537）

Ｎ＝280賃貸住宅入居者の入居中の賃貸管理に関する不満（不満があった人の複数回答）

(％)

賃貸住宅入居者の入居中の不満内容は、賃貸管理業の業務内容・委託契約内容が不明確なことと関連が深い。
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８．サブリース事業の状況

賃貸住宅管理戸数の上位800社に関するデータによれば、
○約530万戸の賃貸住宅のうち、約155万戸（約３割）がサブリース
○サブリース事業を行っている事業者は462社（約６割）
○一事業者の最大戸数36万戸、平均戸数約3,300戸

（全国賃貸住宅新聞調べ 2005年度）

不動産業者におけるサブリース事業の実施割合

出典：

賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成18年 不動産賃貸業、賃貸不動産管理業等のあり方に関する研究会報告書］

○調査対象：各協会（（財）日本賃貸住宅管理協会、（社）不動産流通経営協会、（社）日本住宅建設産業協会、（社）日本ビルヂング協会連合会、
（社）全日本不動産協会、（社）全国宅地建物取引業協会連合会（賃貸不動産管理業協会））会員

○有効発送数9,275件、有効回答数1,904件、有効回答率21.0％
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○飲用水・電気・ガスの供給・排水施設の整備状況又はその

見通し

○建物建築の工事完了時における形状、構造等（未完成物件

のとき）

○当該宅地建物が造成宅地防災区域内か否か

○当該宅地建物が土砂災害警戒区域内か否か

○石綿（アスベスト）使用調査結果の内容

○耐震診断の内容

○台所、浴室、便所その他の当該建物の設備の整備の状況

○管理の委託先

９．重要事項説明の項目（建物の貸借の場合）

取引条件（契約上の権利義務関係）の明示権利関係の明示

権利制限内容の明示

取引に当たって宅地建物取引業者が講じる措置

○登記された権利の種類、内容等

○定期借地権又は高齢者居住法の終身建物賃貸借の適用を

受ける場合

○法令に基づく制限の概要

○用途その他の利用に係る制限に関する事項

物件の属性の明示

○借賃以外に授受される金額及びその目的

○契約の解除に関する事項

○損害賠償額の予定又は違約金に関する事項

○契約期間及び契約の更新に関する事項

○敷金等の精算に関する事項

○支払金又は預り金の保全措置の概要

○金銭の貸借のあっせん

○ 重要事項の説明項目は、多岐にわたっているが、管理に関する項目は限られている。
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10．賃料の徴収方法の例

一般的な賃料の徴収方法の例

方法 特徴
管理業者による管
理・送金

借主から貸主への直接
振込み

貸主の指定する口座へ直接振り込む。
・借主の都合にあわせて振り込める。
・入金の確認などに手間がかかる。

不要

借主による持参
管理業者など指定した場所に一定期日ま
でに、借主が賃料を持参して支払う。

・賃料を持参した機会を利用して借主の状況把握が可
能。

・事務作業が繁雑、現金管理のトラブルの可能性。
必要

借主から管理業者への
振込み

管理業者の指定する口座へ振り込む
・借主の入金状況を確実に把握できる
・入居者ごと（物件別）に入金状況を確認できる

必要

信販会社や銀行など集
金代行会社の自動振替
による管理業者への入
金

第三者機関（信販会社や銀行）を利用し
た自動引落し

・手数料はかかるが、効率的な賃料徴収が可能。
・銀行を利用する場合には、同一支店内に借主も口座

を開くことが必要。
必要

賃料の受領を管理業者に委託する貸主の割合 ６８.５％

敷金・一時金の収受保管を委託する貸主の割合 ５２.４％

出典：民間賃貸住宅市場の実態調査（家主）［平成２０年 （財）日本賃貸住宅管理協会］

参考資料：賃貸不動産経営管理士講習テキスト （賃貸不動産経営管理士協議会）
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11．管理業者による賃料等の集金方法

賃料等の集金方法

自社銀行口座へ振込

自社へ持参

カード会社等に委託

その他

最も多い賃料等の集金方法

（％）

複数回答、「無回答」を除くn=924

「無回答」を除くn=619

出典：賃貸不動産管理業務等に関するアンケート調査［平成１７年 （社）全国宅地建物取引業協会連合会］
○ 調査対象：賃貸不動産管理業協会会員
○ 有効発送数3,611件、有効回答数1,112件、有効回答率30.8%



14

12．管理業者による預り金の状況

直近月の賃料等集金合計額 貸主に送金するまでの期間 集金賃料等の分別管理

「無回答」を除く、n=900「無回答」を除く、n=887「無回答」を除く、n=797

出典：賃貸不動産管理業務等に関するアンケート調査［平成１７年 （社）全国宅地建物取引業協会連合会］
○ 調査対象：賃貸不動産管理業協会会員
○ 有効発送数3,611件、有効回答数1,112件、有効回答率30.8%

＜平均 ２，２１３万円＞ ＜平均 １０.３日＞
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13．管理業者による敷金（保証金）の預り状況

敷金（保証金）を預かっているか 敷金（保証金）の分別管理について

「無回答」を除く、n=928 「無回答」を除く、n=260

敷金を管理業者が預かる割合は３割あり、分別管理していない例もみられる。

出典：賃貸不動産管理業務等に関するアンケート調査［平成１７年 （社）全国宅地建物取引業協会連合会］
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14．管理委託標準契約書

• 契約の口頭、内容が不明確なことが多く、依頼者と業者の間で少なからぬ紛争

• 契約の書面化を進め、権利者の権利義務の内容の明確化が必要

• 業者により内容が不明確など不十分なものが多い

• 業者の業務上の権限及び責任、管理業務の執行方法等の基本的事項については明確
化し、標準化を図る必要

○住宅の賃貸借媒介等

○賃貸住宅の管理委託契約

＜平成６年３月１０日 住宅宅地審議会答申＞

・宅地部会に不動産業小委員会を設置し、審議

・住宅の賃貸借媒介等及び管理委託に関する契約の内容を類型化

・これら契約を行う場合の指針とされるべき５種類の標準的な契約書を策定

【策定の背景】
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1.5

9.7

27.9

83.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

その他

委任状形式の書面による契約

口頭による契約

管理委託契約書による契約

複数回答、「無回答」を除く、n＝1,058

（％）

出典：（社）全国宅地建物取引業協会連合会
「賃貸不動産管理業務等に関するアンケート調査報告書」（平成１７年）

15．賃貸物件（居住用・事業用・駐車場）管理の契約形態
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書面の契約は交

わさず、媒介の付

随的なものとして

サービスで管理,

9.1%

その他, 2.3% 無回答, 6.3%

書面で包括的な委

託契約を締結し

て、契約に基づく

管理報酬を受領,

72.4%

更新手数料等の

一部を収受するな

ど、個別の業務ご

とに報酬を受領,

10.0%

【 不動産業者 】 【 家主 】

16．賃貸住宅の管理に関する契約締結方法

出典：民間賃貸住宅市場の実態調査［平成２０年 （財）日本賃貸住宅管理協会］

賃貸住宅の管理に関する貸主との契約は、「書面で包
括的な委託契約を締結して、契約に基づく管理報酬を受
領」が72.4%と圧倒的。これに対し「書面での契約は交わ
さず、媒介の付随的なものとしてサービスで管理」は9.1%
となっている。

管理会社との契約は「書面で包括的な委託契約（借上げ
を含む）を締結して、契約に基づく管理報酬を支払う」との
内容が72.2%と断然多い。これに対し「書面での契約は交わ
さず、媒介の付随的なものとしてサービスで管理してもら
う」は4.3%となっている。

書面の契約は交

わさず、媒介の付

随的なものとして

サービスで管理し

てもらう, 4.3%

その他, 1.5%
無回答, 14.3%

書面で包括的な委

託契約を締結し

て、契約に基づく

管理報酬を支払う,

72.2%

更新手数料等の

一部を渡すなど、

個別の業務ごとに

報酬を支払う, 7.7%
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17．住宅の賃貸借媒介等及び管理委託に関する標準契約書の概要

賃貸借媒介契約（借） 賃貸借媒介契約（貸） 賃貸借代理契約（貸）
賃貸借代理及び管理委託
契約（一括）

賃貸借代理及び管理委託
契約（一部）

契約期間 1か月 3か月 3か月 3年 3年

仲介の形態 媒介 媒介 代理 代理 代理

積極的努力義務 特になし 特になし
広く相手方を探索
処理状況報告（2週間
に1度）

広く相手方を探索
処理状況報告（1か月に1
度）

広く相手方を探索
処理状況報告（1か月に1
度）

他業者への依頼 可・費用償還 可・費用償還 専任・違約金 専任・違約金 専任・違約金

自己発見取引 事後通知・費用償還 事後通知・費用償還 事前通知・費用償還 協議・費用償還 協議・費用償還

直接取引 報酬請求権 報酬請求権 報酬請求権 報酬請求権 報酬請求権

その他
・個人情報の保護
・預り金の受領禁止

― ― ― ―

管理業務の内容 ― ― ―

①契約管理業務
　　・賃料等の徴収業務
　　・運営・調整業務
　　・契約更新業務
　　・解約業務
②清掃業務
③設備管理業務

①契約更新業務
②解約業務
③特約業務

管理業務につい
ての代理権

― ― ―

①賃料等の徴収
②未収金の督促
③賃貸借契約に基づく通
   知の受領
④賃貸借契約の更新
⑤修繕費用の負担につい
   ての協議
⑥解約時の原状回復につ
   いての協議

①賃貸借契約の更新
②解約時の原状回復につ
　 いての協議

任意解除 なし なし なし
・3か月の告知期間
・3か月分の管理報酬支
  払いによる随時解除

・3か月の告知期間

平成６年３月住宅宅地審議会答申による標準契約書の概要
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18．管理委託契約書の種類

賃貸不動産管理業協会契約書

国土交通省標準契約書

市販の契約書

自社で作成した契約書

その他

（％）

複数回答、「無回答」を除くn=1,059

管理委託契約書の種類

出典：賃貸不動産管理業務等に関するアンケート調査［平成１７年 （社）全国宅地建物取引業協会連合会］

独自の管理委託契約書を使用する例が多い。
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19．賃貸不動産管理に関連する資格制度

資格名 運営・認定等の主体 対象とする業務 資格取得・登録の手続

賃貸不動産経営
管理士

17,290名
（平成21年12月）

賃貸不動産経営管理士協
議会
（構成団体：（財）日本
賃貸住宅管理協会、（社
）全国宅地建物取引業協
会連合会、（社）全日本
不動産協会、（社）日本
住宅建設産業協会）

賃貸不動産管理業務 （「賃貸不動産経営管理士講習テキスト」より）

○企画営業
○募集契約業務
○運営業務
○建物維持管理業務
○建物長期保全業務
○経営相談
○報告

講習、試験、登録講
習を経て、資格登録
（有効期間：５年）

ビル経営管理士

2,716名
（平成21年12月）

（財）日本ビルヂング経
営センター

プロパティマネジメント業務 （日本ビルヂング経営センターHPより）

○企画・立案業務：ビルを経営・管理していく上で必要な計
画を策定

○賃貸営業業務：テナントとの間での契約交渉や賃料収受等
○管理・運営業務：建物の維持、保全のための業務で、これ
に関する知識をもってメンテナンス事業者の選定、発注、監
督

試験合格者が実務経
験要件を満たすこと
により登録
（有効期間：５年）

不動産コンサル
ティング技能登録
者

28,626名
（平成21年11月）

（財）不動産流通近代化
センター

不動産コンサルティング業務
(「不動産コンサルティング制度検討委員会報告書」より）

依頼者との契約に基づき、不動産に関する専門的な知識・
技能を活用し、公正かつ客観的な立場から、不動産の利用、
取得、処分、管理、事業経営及び投資等について、不動産の
物件・市場等の調査・分析等をもとに、依頼者が最善の選択
や意思決定を行えるように企画、調整し、提案する業務

宅地建物取引主任者
資格登録者及び不動
産鑑定士登録者を対
象にした試験の合格
者が、不動産に関す
る5年以上の実務経験
を積んだ時点で登録
申請。
（有効期間：５年）

不動産証券化協
会認定マスター

3,395名
（平成21年11月）

（社）不動産証券化協会 不動産証券化業務 （「マスター養成講座カリキュラム」より）

○不動産の投資分析
○不動産証券化商品の組成と運用
○不動産証券化商品の投資分析

マスター養成講座を
修了し、実務経験２
年以上等の要件を満
たした者が認定申請
（有効期間：５年）
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20．賃貸不動産管理等に関する主な動向（主として賃貸住宅関係）

行政における動向 業界団体等における動向

平成５年 ○「賃貸住宅標準契約書」の策定（住宅宅地審議会答
申）

平成６年 ○「住宅の標準賃貸借代理及び管理委託契約書」等の策
定（住宅宅地審議会答申）

平成７年 ○建物等の貸借の契約における重要事項説明に、当該物
件の管理が委託されている場合にその受託者名等を追加
［宅建業法等の改正］

平成１０年 ○「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」の策定

平成１２年 ○「賃貸不動産管理業協会」設立

平成１３年 ○「日本賃貸住宅管理協会」設立
○「賃貸住宅管理士」制度創設（日本賃貸住宅管理協
会）

平成１５年 ○「賃貸不動産管理業に関する研究会調査検討報告」と
りまとめ

○「賃貸不動産管理業務推進連絡協議会」設立（業界
団体等１０団体）
○「賃貸不動産管理士」制度創設（賃貸不動産管理業
協会）
○「預り金保証制度」の創設（日本賃貸住宅管理協会
）

平成１６年 ○「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」の改訂

平成１８年 ○「不動産賃貸業、賃貸不動産管理業等のあり方に関す
る研究会」報告書とりまとめ

○「不動産賃貸管理士」制度創設（全日本不動産協
会）

平成１９年 ○「サブリース原賃貸借標準契約書」の策定 ○賃貸不動産経営管理士協議会設立（日本賃貸住宅管
理協会、全国宅地建物取引業協会連合会、全日本不動
産協会）
→「賃貸不動産経営管理士」の統一資格化
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21．貸主に関わる法令上の規制等

近年、様々な法令に基づき、賃貸不動産の貸主に対する規制や、貸主の義務・責務が増加している。

消費者契約法

第１０条 民法、商法（明治三十二年法律第四十八号）その他の法律の公の秩序に関しない規定の適用による
場合に比し、消費者の権利を制限し、又は消費者の義務を加重する消費者契約の条項であって、民法第一条
第二項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものは、無効とする。

平成１３年４月～

消防法

第９条の２第１項 住宅の用途に供される防火対象物（その一部が住宅の用途以外の用途に供される防火対象物にあつて
は、住宅の用途以外の用途に供される部分を除く。以下この条において「住宅」という。）の関係者は、次項の規定による
住宅用防災機器（住宅における火災の予防に資する機械器具又は設備であつて政令で定めるものをいう。以下この条に
おいて同じ。）の設置及び維持に関する基準に従つて、住宅用防災機器を設置し、及び維持しなければならない。

平成１８年６月～（新築住宅）

消費生活用製品安全法

第２３条の１４第２項 特定保守製品を賃貸の用に供することを業として行う者は、特定保守製品の保守に関する情報を収
集するとともに、点検期間に点検を行う等その保守に努めなければならない。

平成２１年４月～

賃貸業者に特定保守製品（屋内式ガス瞬間湯沸器等）の点検等を行う責務

住宅の関係者（所有者、管理者又は占有者）に火災警報器等の設置を義務付け

本法に基づき、敷引き特約や原状回復特約の一部を無効とする裁判例が出現



Ⅱ 賃貸住宅管理業をめぐるトラブル



１．賃貸アパートに関する相談件数（全国）

賃貸アパートに関する相談件数は年々増加。

出典：独立行政法人国民生活センター資料
（年度）
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家賃債務保証をめぐる相談件数
H18年度 89件
H19年度 172件
H20年度 495件
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２．賃貸アパートに関する相談件数

出典：独立行政法人国民生活センター記者発表資料

国民生活センターと消費生活センターを結ぶ「全国消費生活情報ネットワーク・システム（PIO-NET：パイオネット）」によって収集された消費生活相談情
報を、具体的な商品・役務について、年度別の推移と、平均契約金額や相談の特徴等を示したものである。

国民生活センター等への相談のうち、賃貸アパート・マンションに関する相談件数は常に上位にある。

2006年度
件数

割合（％）
2007年度

件数
割合（％）

2008年度
件数

割合（％）
平均契約金

額（円）
 相談の特徴等

全 体
1,111,695 

全 体
1,041,607 

全 体
938,714

(100.0) (100.0) (100.0) 

順位 商品・役務 順位 商品・役務 順位 商品・役務

1商品一般
131,737 

1電話情報サービス
126,288 

1電話情報サービス
125,305 

175,847 
携帯電話など電話機類を利用したアダルトサイトや出会い系サイト、身
に覚えのない有料情報サービスなどの利用料に関する相談が多い。(17.2) (12.1) (13.3) 

2サラ金・フリーローン
124,785 

2サラ金・フリーローン
123,660 

2サラ金・フリーローン
118,749 

2,990,322 多重債務、利息の過払いに関する相談が多い。
(11.2) (11.9) (12.7) 

3電話情報サービス
92,965 

3商品一般
85,480 

3商品一般
59,528 

1,036,235 身に覚えがなく債権の内容も不明な請求に関する相談が多い。
(8.4) (8.2) (6.3) 

4
オンライン情報サービ
ス

75,098 
4

オンライン情報サービ
ス

74,318 
4

オンライン情報サービ
ス

41,463 
105,356 

パソコンを利用したアダルトサイトや出会い系サイト、身に覚えのない
有料情報サービスなどの利用料に関する相談が多い。(6.8) (7.1) (4.4) 

5
賃貸アパート・マンショ
ン

31,902 
5

賃貸アパート・マンショ
ン

32,372 
5

賃貸アパート・マンショ
ン

33,493 
361,171 敷金の返還や原状回復等、退去時のトラブルが目立つ。

(2.9) (3.1) (3.6) 

6相談その他
15,980 

6外国語・会話教室
18,008 

6相談その他
16,016 

2,798,007 振り込め詐欺や個人間の金銭トラブルなど。
(1.4) (1.7) (1.7) 

7健康食品
15,800 

7相談その他
16,189 

7健康商品
15,679 

233,857 
マルチ取引やサイドビジネス商法など販売方法に関するトラブルや、効
能や効果をうたっていた相談が目立つ。(1.4) (1.6) (1.7) 

8自動車
14,655 

8健康食品
16,038 

8エステティックサービス
14,890 

370,569 
倒産に関連した解約や返金に関する相談や事業者と連絡がとれないと
いった相談が多い。(1.3) (1.5) (1.6) 

9生命保険
13,275 

9生命保険
15,363 

9生命保険
13,367 

5,277,941 
保険会社の説明不足や解約、クレームへの対応などに関する相談が
目立つ。(1.2) (1.5) (1.4) 

10ふとん類
12,755 

10エステティックサービス
14,187 

10自動車
13,100 

1,489,279 他の商品に比べて品質・機能に関する相談が多い。
(1.1) (1.4) (1.4) 

11アクセサリー
11,716 

11自動車
14,026 

11新聞
11,220 

36,884 家庭訪販による強引な勧誘などの販売方法に関するトラブルが多い。
(1.1) (1.3) (1.2) 

12エステティックサービス
11,666 

12新聞
11,438 

12移動電話サービス
9,610 

129,573 
携帯電話サービスの利用料金、説明不足、解約に関するトラブルが多
い。(1.0) (1.1) (1.0) 

13新聞
11,619 

13移動電話サービス
10,495 

13修理サービス
9,152 

221,296 衛生設備や自動車などの修理に関する相談が多い。
(1.0) (1.0) (1.0) 

14電話関連サービス
10,940 

14アクセサリー
9,943 

14クリーニング
8,441 

11,605 
衣類の紛失や、しみ、変色、伸縮などのクリーニングの品質や補償に
関する相談が目立つ。(1.0) (1.0) (0.9) 

15他の金融関連サービス
10,053 

15ふとん類
9,746 

15ふとん類
8,059 

514,817 
家庭訪販や次々販売、ＳＦ商法などにより高価格なふとんを売りつけら
れたという相談が多い。(0.9) (0.9) (0.9) 

16浄水器
9,583 

16修理サービス
9,375 

16アクセサリー
7,768 

750,489 が
アポイントメントセールス等、販売方法に関するトラブルが多い。契約者

男性の
ケースも少なくない。(0.9) (0.9) (0.8) 

17クリーニング
9,531 

17化粧品類
9,077 

17化粧品類
7,757 

154,128 
マルチ取引やサイドビジネス商法等の販売方法に関する相談が多い。
皮膚に障害が生じた等の安全や品質に関する相談もある。(0.9) (0.9) (0.8) 

18化粧品類
9,396 

18クリーニング
8,841 

18分譲マンション
7,479 

28,785,968 
電話連絡による執拗な勧誘や、利殖商法など販売方法に関する相談
が多い。(0.8) (0.8) (0.8) 

19教養娯楽教材
8,756 

19電話関連サービス
8,601 

19宝くじ
6,705 

6,124,120 海外宝くじのＤＭ広告の信用性に関する相談が多い。
(0.8) (0.8) (0.7) 

20修理サービス
8,540 

20損害保険
6,795 

20電話関連サービス
6,682 

78,451 電
固定電話のうち、通話料など電話に関連したサービスに関する相談。

話勧誘や家庭訪販による勧誘、解約や説明不足などに関する相談
が目立つ。(0.8) (0.7) (0.7) 
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【東京都（都市整備局住宅政策推進部不動産業課）に対して寄せられた相談件数実績】

３．賃貸管理関係の相談内容

管理業務関連
8,719件（50.3％）

※条例２条による説明＝東京都条
例において、原状回復等に関す
る民法などの法律上の原則等を
宅地建物取引業者が説明するこ
とを義務付けたもの。

２０年度

契約前相談 783

申込取消
預り金返還 279

住環境その他 115

契約

重要事項説明に関する相談 589

契約内容に関する相談 1,083

入居時の説明と異なる設備等 181

礼金 41

条例２条による説明 186

その他 2,048

管理

瑕疵の問題 252

入居中の修理・修繕 849

その他 1,067

契約更新

更新事務手数料請求 400

更新料 240

更新内容（賃料値上げ） 300

更新内容（その他） 419

その他 396

退去時 敷金（原状回復） 4,796

報酬・費用請求関係 331

その他 2,973

賃貸に関するもの 合計 17,328



Ⅲ 他の業種における登録制度
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１．事業者の登録制度の事例
告示名 告示番号 概要 有効期間 登録業者の義務

建設コンサルタント登録規程
昭和３９年４月７日
建設省告示第１１３１号

主に土木に関する２１の登録部門の全部又は一部に
ついて建設コンサルタントを営む者が、一定の要件
を満たした場合に、国土交通大臣の登録が受けられ
る制度。

５年 ・現況報告書等の提出

地質調査業者登録規程
昭和５２年４月１５日
建設省告示第７１８号

土木建築に関する工事に必要な地質又は土質につ
いて調査等を行う地質調査業を営む者が、一定の要
件を満たした場合に、国土交通大臣の登録が受けら
れる制度。

５年 ・現況報告書等の提出

補償コンサルタント登録規程
昭和５９年９月２１日
建設省告示第１３４１号

補償コンサルタントを登録することにより、その業務
の適正を図ることにより、公共事業の円滑な遂行と
損失の適正な保証の確保に資することを目的とする
制度。

５年 ・現況報告書等の提出

中高層分譲共同住宅管理業者
登録規程

昭和６０年８月５日
建設省告示第１１１５号
（平成１３年７月末日限り
廃止）

中高層分譲共同住宅管理業者を登録することにより、
中高層分譲共同住宅管理業の健全な発展を図り、
もって中高層分譲共同住宅における良好な住生活
の確保に資することを目的とする制度。

５年

・標識の掲示
・現況報告書の提出
・中高層分譲共同住宅管理業務処理準則を遵守するよう努める

―業務処理の原則
―善管注意義務
―重要事項の説明
―一括再委託の禁止
―経理の区分
―金銭又は有価証券の預託の禁止
―会計帳簿の作成・閲覧
―事業年度終了後や、管理組合から請求があったときの報告
―対象住宅の滅失等の事実を知ったときの通知義務
―従業員の研修

下水道処理施設維持管理業者
登録規程

昭和６２年７月９日
建設省告示第１３４８号

下水道処理施設維持管理業者を登録することにより、
その人的構成、財務内容、業務状況等を公示し、こ
れらの管理業者に終末処理場の維持管理に関する
業務を委託しようとする地方公共団体の便宜に供す
るとともに、併せて、優良な管理業者の育成を図り、
もって下水道の適正な維持管理の確保に資するた
めの制度。

５年 ・現況報告書等の提出

不動産投資顧問業登録規程
平成１２年９月１日
建設省告示第１８２８号

不動産投資顧問業者について登録制度を実施し、そ
の事業について必要な事項を定めることにより、そ
の業務の適正な運営を確保し、不動産投資顧問業
の健全な発達を図り、もって投資者の保護に資する
ことを目的とする制度。

５年

・業務遂行の原則
・標識の掲示
・名義貸しの禁止
・広告等の制限
・契約締結前の書面の交付
・契約締結時の書面の交付
・書面による解除
・報告書の交付
・帳簿書類の閲覧
・金銭又は有価証券の預託の受入れ等の禁止
・金銭又は有価証券の貸付け又は貸付けの媒介等の禁止
・小口取引の禁止
・顧客の利益を害する行為等の禁止
・不動産取引等の内容等の書面の交付
・顧客から一任された投資判断等の再委任の制限
・投資助言契約に係る媒介行為等の取扱いの制限
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２．免許・登録の要件の事例

根拠法
マンションの管理の適正化の

推進に関する法律
宅地建物取引業法

事業者 マンション管理業者 宅地建物取引業者

人的要件

○ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの ○ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの

○ 登録取消日から２年を経過しない者 ○ 免許取消日から５年を経過しない者

○ マンション管理業者で法人であるものが登録を取り消された場合
において、取消の日前３０日以内にそのマンション管理業者の役員
であった者でその取消の日から２年を経過しないもの

○ 免許を取り消された者が法人である場合においては、当該取消に
係る聴聞期日等の公示日前６０日以内に当該法人の役員であった者
で当該取消の日から５年を経過しないもの

○ 免許の取消処分の聴聞期日等の公示日から処分日までの間に
廃業届があった者で当該届出の日から５年を経過しないもの

○ 上記期間内に合併により消滅した法人又は廃業届があった者で当該
消滅又は届出の日から５年を経過しないもの

○ 業務停止命令に基づく停止期間が経過しない者

○ 禁錮以上の刑の執行日から２年を経過しない者 ○ 禁錮以上の刑の執行日から５年を経過しない者

○ 適正化法の規定による罰金刑の執行日から２年を経過しない者 ○ 宅建業法・暴対法・刑法の違反による罰金刑の執行日から５年
を経過しない者

○ 免許の申請前５年以内に宅地建物取引業に関し不正又は著しく
不当な行為をした者

○ 宅地建物取引業に関し不正又は不誠実な行為をするおそれが明
らかな者

○ マンション管理業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成
年者でその法定代理人が上のいずれかに該当するもの

○ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその
法定代理人が上のいずれかに該当するもの

○ 法人でその役員等のうちに上のいずれかに該当する者のあるもの ○ 法人でその役員等のうちに上のいずれかに該当する者のあるもの

○ 個人で一定の使用人のうちに上のいずれかに該当する者のある
もの

○ 事務所について管理業務主任者の設置要件を欠く者

財産的要件
○ マンション管理業を遂行するために必要と認められる一定の財産

的基礎を有しない者
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３．賃貸不動産の管理会社に関する情報提供の状況（他の取引場面との比較）①
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３．賃貸不動産の管理業務に関する情報提供の状況（他の取引場面との比較）②
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４．マンション管理業者による財産の分別管理の例

○マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）（抄）

（財産の分別管理）

第七十六条 マンション管理業者は、管理組合から委託を受けて管理する修繕積立金その他国

土交通省令で定める財産については、整然と管理する方法として国土交通省令で定める方法

により、自己の固有財産及び他の管理組合の財産と分別して管理しなければならない。
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